
※
①
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
農

山
漁
村
活
性
化
基
金
（
風
車
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
②
D
X
（
デ

ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
③

企
業
誘
致
検
討
会
、
④
庄
内
町

特
産
品
ブ
ラ
ン
ド
化
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
、
⑤
移
住
・
定
住
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
、
⑥
児
童
発
達
支
援
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
⑦
危
機
管
理
体

制
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

町
の

　
　
貯
金
と
借
金

貯
金 

１
億
２
，８
６
０
万
円
増
加

　
町
の
貯
金
に
あ
た
る
の
が
基

金
で
す
。
将
来
の
ま
ち
づ
く
り

の
た
め
に
必
要
な
基
金
を
保
有

し
、
効
率
的
な
運
用
を
し
て
い

決
算
報
告

令
和
5
年
度

一般会計の歳出 一般会計の歳入

令和５年度決算報告

財政ことば辞典

【 町　税 】
　町に納められた税金で使途に
より普通税や目的税に分類され
ます。

【 繰入金 】
　基金などから取崩し、会計へ
繰り入れるお金

【 地方交付税 】
　所得税など国が徴収した税金
の中から、町の財政状況に応じ
て国から交付されるお金

【 国庫・県支出金 】
　特定の目的のために国や県か
ら支出されるお金

【 町　債 】
　町の借金。大規模事業を行う
ために、国や金融機関などから
借り入れるお金

【 民生費 】
　子どもや高齢者、障がい者な
どを対象とした、福祉事業に使
われるお金

【 総務費 】
　庁舎など、町の全般的な事務
に使われるお金

【 公債費 】
　借り入れた町債の返済などに
使われるお金

【 土木費 】
　道路、公園などの維持管理や
整備に使われるお金

【 教育費 】
　幼稚園や小中学校、文化活動、
スポーツ振興などに使われるお
金

【 農林水産業費 】
　農林水産業の振興などに使わ
れるお金

【 衛生費 】
　健康づくり、環境対策、ごみ
処理などに使われるお金

【 消防費 】
　消防活動などに使われるお金

【 商工費 】
　商工業や観光の振興などに使
われるお金

【 議会費 】
　議会運営などに使われるお金

【 労働費 】
　雇用対策などに使われるお金

決算報告に関する問合せ

総務課財政係 0234-42-0130

に
あ
た
り
ま
し
た
。

　
令
和
5
年
度
に
行
っ
た
主
な

事
業
は
、
6
ペ
ー
ジ
で
紹
介
し

て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
総
額
で
前
年
度
に

比
べ
1
億
9
︐0
4
2
万
円
減

の
1
3
5
億
2
︐6
3
4
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
町
税
や
地
方

交
付
税
は
増
額
し
た
一
方
で
、

国
庫
支
出
金
や
寄
附
金
な
ど
が

減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
は
、
総
額
で
前
年
度
に

比
べ
2
億
6
︐8
4
9
万
円
減

の
1
2
5
億
1
︐0
8
8
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
教
育
費
や
土

木
費
な
ど
は
増
額
し
た
一
方
で
、

総
務
費
や
農
林
水
産
業
費
な
ど

が
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

 

一
般
会
計

　
　
決
算
の
概
要

　
令
和
5
年
度
は
、
地
域
の
活

性
化
と
課
題
解
決
に
向
け
て
、

※
7
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
を
核
と
し
、
目
的
の
明
確
化

と
見
え
る
形
で
の
成
果
に
つ
な

げ
る
よ
う
取
り
組
む
と
と
も
に
、

「
チ
ー
ム
庄
内
町
」
と
し
て

町
民
福
祉
の
向
上
と
持
続
可
能

な
ま
ち
へ
の
発
展
、
自
立
し
た

ま
ち
づ
く
り
に
努
力
し
、
第
2 

次
庄
内
町
総
合
計
画
に
掲
げ
る

将
来
像
「
人
と
自
然
が
輝
き
合

う
日
本
一
住
み
や
す
い
ま
ち
庄

内
町
」
の
実
現
に
向
け
て
、
効

率
的
か
つ
効
果
的
な
予
算
執
行

　

令
和
５
年
度
、
庄
内
町
の
会
計
決
算
が
９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し

た
。
町
の
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

その他 6億8,029万円   5.0%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億1,461万円
● 法人事業税交付金
　　　　　　  2,186万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  1,697万円
● 環境性能割交付金
　　　　　　　  930万円
● 配当割交付金　598万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　1億1,817万円
・ 社会保険事業　8,539万円
・ 保健衛生事業　7,971万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　135億2,634万円

● 地方消費税交付金 4億8,501万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰越金
9億3,739万円 6.9%

使用料及び手数料
8,983万円 0.7％
分担金及び負担金
4,792万円 0.4％

財産収入
2,438万円 0.2％

諸収入
２億4,410万円 1.8％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　125億1,088万円

商工費
3億863万円

2.5％

衛生費
5億3,222万円

4.3％

議会費
1億1,296万円

0.9％

災害復旧費
1,663万円

0.1％

消防費
4億2,435万円

3.4％

労働費
1,593万円

0.1％

寄附金
5億6,139万円 4.1％

繰入金
1億6,919万円 1.2％

町税
21億981万円

15.6％

自主財源
41億8,401万円

30.9％

依存財源
93億4,233万円

69.1％

国庫支出金
14億9,570万円

11.1％

町債
10億4,227万円

7.7％

県支出金
10億1,284万円

7.5％

地方交付税
51億1,123万円  37.8％

総務費
19億2,554万円

15.4％

民生費
30億3,690万円

24.3％

公債費
16億1,414万円

12.9％

教育費
17億9,369万円

14.3％

農林水産業費
10億7,920万円

8.6％

土木費
16億5,033万円

13.2％

● 町民税 8億6,896万円
● 固定資産税 9億4,805万円
● 軽自動車税 8,972万円
● 町たばこ税 1億2,369万円
● 鉱産税 805万円
● 都市計画税 6,333万円

● 入湯税  800万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年４月１日および令和元年10月１日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

その他  36万円　
　　　　0.0％

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　2億8,327万円

● 旧法による税 1万円

● 災害復旧費 558万円
● 諸支出金 56万円

その他 6億8,029万円   5.0%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億1,461万円
● 法人事業税交付金
　　　　　　  2,186万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  1,697万円
● 環境性能割交付金
　　　　　　　  930万円
● 配当割交付金　598万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　1億1,817万円
・ 社会保険事業　8,539万円
・ 保健衛生事業　7,971万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　135億2,634万円

● 地方消費税交付金 4億8,501万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰越金
9億3,739万円 6.9%

使用料及び手数料
8,983万円 0.7％
分担金及び負担金
4,792万円 0.4％

財産収入
2,438万円 0.2％

諸収入
２億4,410万円 1.8％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　125億1,088万円

商工費
3億863万円

2.5％

衛生費
5億3,222万円

4.3％

議会費
1億1,296万円

0.9％

災害復旧費
1,663万円

0.1％

消防費
4億2,435万円

3.4％

労働費
1,593万円

0.1％

寄附金
5億6,139万円 4.1％

繰入金
1億6,919万円 1.2％

町税
21億981万円

15.6％

自主財源
41億8,401万円

30.9％

依存財源
93億4,233万円

69.1％

国庫支出金
14億9,570万円

11.1％

町債
10億4,227万円

7.7％

県支出金
10億1,284万円

7.5％

地方交付税
51億1,123万円  37.8％

総務費
19億2,554万円

15.4％

民生費
30億3,690万円

24.3％

公債費
16億1,414万円

12.9％

教育費
17億9,369万円

14.3％

農林水産業費
10億7,920万円

8.6％

土木費
16億5,033万円

13.2％

● 町民税 8億6,896万円
● 固定資産税 9億4,805万円
● 軽自動車税 8,972万円
● 町たばこ税 1億2,369万円
● 鉱産税 805万円
● 都市計画税 6,333万円

● 入湯税  800万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年４月１日および令和元年10月１日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

その他  36万円　
　　　　0.0％

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　2億8,327万円

● 旧法による税 1万円

● 災害復旧費 558万円
● 諸支出金 56万円

歳入

歳出

ま
す
。
令
和
5
年
度
末
の
基
金

は
、
前
年
度
に
比
べ
1
億
2
︐

8
6
0
万
円
増
の
59
億
5
︐

7
2
6
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

そ
の
う
ち
、
計
画
的
な
財
政
運

営
を
行
う
た
め
の
基
金
で
あ
る

財
政
調
整
基
金
は
18
億
7
︐

8
9
3
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

借
金 

５
億
２
，４
１
１
万
円
減
少

　

一
方
、
町
の
借
金
に
あ
た

る
の
が
町
債
で
す
。
計
画
的

に
返
済
を
行
い
、
町
債
残
高

は
、
前
年
度
に
比
べ
5
億
2
︐

4
1
1
万
円
減
の
1
4
6
億
3

︐4
3
4
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
町
債
は
、
図
書
館
整
備
事
業

や
除
雪
機
械
購
入
事
業
、
山
谷

町
営
住
宅
B
棟
大
規
模
改
修
事

業
に
使
わ
れ
ま
し
た
。
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観光・交流・商業・工業

協働のまちづくり

【表１】特別会計、企業会計決算額

特
別
会
計

会　計　名 歳　　入 歳　　出 差　　引

国 民 健 康 保 険 21億8,111万円 20憶8,898万円 9,213万円
後 期 高 齢 者 医 療 保 険 2億7,842万円 2億7,412万円 430万円
介 護 保 険 29億9,030万円 28億6,271万円 1億2,759万円
風 力 発 電 事 業 1億1,567万円 1億791万円 776万円

企
業
会
計

会　計　名 歳　　入 歳　　出 差　　引

水 道 事 業 会 計
収益的収支 5億5,592万円 5億4,831万円 761万円
資本的収支 7,123万円 2億3,814万円 ▲1億6,691万円

下水道事業会計
収益的収支 8億9,998万円 9億171万円 ▲173万円
資本的収支 6億7,246万円 6億7,369万円 ▲123万円

ガ ス 事 業 会 計
収益的収支 5億6,018万円 5億7,311万円 ▲1,293万円
資本的収支 6,570千円 1億2,336万円 ▲5,766万円

企業会計：収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み
収益的収支：経営活動で発生する利益とそれに伴う経費
資本的収支：将来の経営活動に備えて行う建設改良費や企業債償還金などの支出とその財源となる収入
※資本的収支の不足分は内部留保資金等で補てんしました。

【表２】健全化判断比率　　　　　　（単位：％）
令和
5年度

令和
4年度

早期健全化
基準

①実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 13.89
②連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 18.89
③実質公債費比率※ 10.8 10.8 25.0
④将来負担比率 23.5 26.6 350.0

　町全体の財政の状況を表す指数です。これらの数値のい
ずれかが、「早期健全化基準」以上となった場合は、自主
的な財政の健全化に取り組むこととなります。
①実質赤字比率
　 一般会計に赤字が出た場合に、赤字額が決められた水準

に対してどのくらいの大きさかを表すものです。
②連結実質赤字比率
　 すべての会計を対象として赤字が出た場合に、赤字額が決め

られた水準に対してどのくらいの大きさかを表すものです。
③実質公債費比率
　 一般会計の地方債の償還や、公営企業への繰出金などか

ら算出した指標。借金の返済状況がどれだけ会計を圧迫
しているかを表すものです。

④将来負担比率
　 一般会計、公営企業会計、一部事務組合、公社、第三セ

クターを含めた、将来負担が見込まれる負債の大きさを
指標化したもので、将来の財政運営を圧迫する可能性を
表すものです。

 

そ
の
他
の

　
　
　
町
の
会
計

　
町
の
会
計
は
大
き
く
３
つ
に

分
か
れ
て
い
ま
す
。
行
政
を
運

営
し
て
い
く
う
え
で
基
本
と
な

る
「
一
般
会
計
」、
国
民
健
康

保
険
や
介
護
保
険
な
ど
の
「
特

別
会
計
」、
法
律
に
よ
っ
て
認

め
ら
れ
て
い
る
収
益
事
業
を
行

う
「
企
業
会
計
」
が
あ
り
ま
す
。

　
庄
内
町
に
は
、
4
つ
の
特
別

会
計
と
3
つ
の
企
業
会
計
が
あ

り
、
各
会
計
の
決
算
額
は
【
表

１
】
の
と
お
り
で
す
。

 

健
全
財
政
の

　
　
　
　
庄
内
町

　
自
治
体
の
財
政
が
健
全
か
ど

う
か
を
表
す
指
標
と
し
て
、
健

全
化
判
断
比
率
が
あ
り
、
4
つ

の
項
目
で
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
ま
す
。

令
和
５
年
度
の
庄
内
町
は
、
す

べ
て
「
早
期
健
全
化
基
準
」
を

下
回
っ
て
お
り
、
財
政
が
健
全

で
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

（【
表
２
】
参
照
）

　
公
営
企
業
会
計
ご
と
の
資
金

の
不
足
額
の
大
き
さ
を
表
す
指

数
が
資
金
不
足
比
率
で
す
。
町

の
企
業
会
計
で
資
金
不
足
が
基

準
を
上
回
る
も
の
は
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
。（【
表
３
】
参
照
）

財政健全化判断比率

福祉

生活支援体制整備事業（介護特会）　　　･･･569万円
多様な日常生活上の支援体制の整備と高齢者の社会参加の
推進を図るため、生活支援コーディネーターを１人増員し
配置しました。

農業・林業

森林資源解析業務委託料　　　　　　 ･･･1,657万円
庄内町の地域森林計画対象民有林4,121haについて樹種、
樹齢、傾斜等の地形について調査し、大字狩川・立谷沢川
左岸に経済的に伐採に向く森林が集中していることが判明
しました。

庄内町麦・大豆生産技術向上事業補助金･･･185万円
国産大豆の安定供給に向けて、作付けの団地化の推進や新
たな営農技術等の導入などを支援しました。

庄内町産地生産基盤パワーアップ事業費補助金
･･･2,808万円

国産大豆の生産拡大に向けて、作付面積拡大に必要な農業
機械の導入を支援しました。

地域ブランド創生事業　　　　　　　 ･･･1,000万円
庄内町産の米のブランド化を進める「山形庄内かめこめプ
ロジェクト」を立ち上げ、その中で３つの商品（紅白まる
もち、つや姫団子、庄内米食べ比べセット）を開発すると
ともに都内で行われた商談会に参加しました。

住宅・移住定住

庄内町定住応援住まいづくり補助金　 ･･･3,413万円
住宅の質の向上、定住促進及び地域経済の振興を図るため、
住宅取得や増改築及び修繕の費用に対して支援しました。

医療給付事業　　　　　　　　　 ･･･ １億3,268万円
重度心身障がい（児）者、子ども、ひとり親家庭等の医療
費の自己負担額の全額、または一部金額を助成しました。
また、対象が中学３年生までだった子育て支援医療につい
ては、令和５年10月から18歳まで拡充しました。

健康

新生児聴覚検査費助成事業　　　　　　　･･･30万円
新生児の聴覚障がいを早期に発見するため、検査費用の経
済的負担の軽減を図りました。

関係人口

やまがた家族まるごと移住体験モデル事業委託料
･･･616万円

関係人口の創出・拡大を目的として、県外に住む家族が地
域に訪れ、未就学児を保育園に通わせながら１～２週間程
度滞在するお試し移住プログラムを組み、10月からの半
年間で６組20人が体験しました。

まちづくり推進事業　　　　　　 ･･･ １億4,581万円
地域住民主体による地域課題の解決に向けた取り組みやま
ちづくりセンターの管理運営が円滑に行われるよう支援し
ました。

しごと創造拠点整備検討事業　　　　　 ･･･115万円
しごと創造支援拠点整備に係るワークショップ（計７回）
を開催し、将来的に創業等を支援する施設の必要性やその
可能性について議論しました。

教育・社会教育

学校給食費無償化事業　　　　　　　 ･･･3,850万円
町内の小・中学校に通うすべての児童・生徒に対し、学校
給食費を半年分無償とし、子育て世帯の経済的負担の軽減
を図りました。

図書館整備事業　　　　　　　　  ･･･4億9,605万円
図書館と水彩画記念館の併設メリットを活かした「絵のあ
る図書館　本のある美術館」としての空間、利用される方
それぞれの居場所づくりをとおした、「みんなが集い　学
び　ふれあい　つながる図書館」の実現を目指し、図書館
等整備を実施しました。

子育て

庄内町誕生祝品　　　　　　　　　　　 ･･･445万円
新しい町民の誕生を祝福し、未来の庄内町を担う次世代の
子どもたちの育成を推進するため、第１子から全ての新生
児を対象に商品券を贈呈しました。（実績89人）

令和５年度に行った主な事業

※３か年平均

【表３】資金不足比率　　　　　　　（単位：％）
令和
5年度

令和
4年度

経営健全化
基準

水道事業会計 － － 20.0
下水道事業会計 － － 20.0
ガス事業会計 － － 20.0
風力発電事業特別会計 － － 20.0

※資金不足がないため、「－」で表示しています。

令和５年度決算報告

公共施設などの整備

行政デジタル化推進事業　　　　　　 ･･･3,556万円
マルチタスク車両導入によりマイナンバーカード出張申請
受付や移動型スマホ教室など出向く行政サービスを展開し、
オンラインで完結できる手続きの拡大や電子決済の導入に
より利便性の向上を図りました。

立川総合支所改修整備事業　　　　　 ･･･1,293万円
工事完成した立川複合拠点施設（旧立川総合支所庁舎）に
付帯する工事発注および関連業務を実施し、当初計画どお
り令和５年７月に開館しました。
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